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【別紙】 

仕 様 概 要 

１ 件  名 出産準備教室委託 

２ 契約期間 令和９年４月１日から令和１０年３月３１日まで 

３ 履行場所 こども家庭センター（目黒区鷹番２－１６－１５） 

４ 内 容 

(1) 委託概要 

本委託は、出産準備教室を委託するもので、受託者は次の業務を行うこととする。 

① 参加申込の受付 

② 参加者名簿の作成及び申込者への結果通知 

③ キャンセル・変更等の問い合わせ対応 

④ 会場及び使用物品準備 

⑤ 出産育児教室の実施（当日受付を含む。） 

⑥ 後片付け 

⑦ アンケート結果及び事業実施報告の提出 

⑧ こども家庭センターにおける施設の鍵の管理 

⑨ 事業運営に係る受託者及び参加者のための賠償責任保険の加入 

（事業実施中のケガ及び事業に参加するために自宅と会場までの間の往復途上

におけるケガを補償する保険） 

なお、募集案内（区ウェブサイトへの掲載等）については、区が行う。 

 

(2) 出産準備教室の概要 

① 対 象 者 目黒区在住の妊婦とそのパートナーで、いずれかが初めて出産を 

迎える方であること。（育児に参加する祖父母等も可。） 

② 定  員 各回１０組２０名 

③ 実施日程及び回数 別紙－①のとおりとする。 

④ 会  場 こども家庭センター（目黒区鷹番２－１６－１５） 

 

(3) 委託業務の詳細 

概ね次のとおりとする。なお、内容や配布資料については、区と受託者が協議の上

決定し、事前に当日プログラムを提出すること。また、使用する資料等は事前に区に

提示し、了承を得ること。 

① 参加申込の受付 

原則 Web 申込、又はその他の方法（電話、FAX、郵送等）により受付を行う。 

受付期間は、開催日の約１か月前に１～２週間程度を目安に設定し、受付期間終

了後、各回の定員に空きが生じた場合は、開催日前日まで申込みを受付けること。 

② 参加者名簿の作成及び申込者への結果通知 

受付期間終了後は受付名簿に一覧化した後、すみやかに参加者名簿を作成すると

ともに、申込者宛てに結果通知（メール又は郵送）を発送する。開催日約１週間前

に参加者へリマインドメールを送る。申込人数が各回の定員を超過した場合、出産

予定日等を考慮し、参加者を選定する。 

③ キャンセル・問合せ等への対応 

結果通知後、申込者からのキャンセル及び問い合わせ等について対応する。 

④ 会場及び使用物品準備 

事業に必要な物品は区と受託者で用意し、受託者が会場の準備及び後片付けを行

う。（現行の物品一覧は別紙－②のとおり。） 

ほかに必要となる物品については、区と受託者が協議の上決定する。なお、当日

の会場レイアウトは事前に協議の上決定する。 
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⑤ 出産育児教室の実施 

 各回とも同じ内容の事業を行う。（現行のスケジュールは別紙－③のとおり。） 

 なお、講義内に禁酒・禁煙に関する内容を含めること 

⑥ 後片づけ 

現状復帰を原則とする。 

⑦ アンケート結果及び事業実施報告書の提出 

事業終了後に回収したアンケートの結果及び事業実施報告書は実施月の翌月１

０日までに提出する。アンケート結果については随時検証し、参加者から寄せられ

た意見・要望等については適宜、事業に反映すること。 

また、当日の参加者名簿についても、参加者の出欠を記載の上、区担当者へあわ

せて提出すること。 

⑧ こども家庭センターにおける施設の鍵の管理 

区が設置するキーボックス内の鍵を用いて、区の指定する方法により行うこと。

また、使用する鍵は、紛失・毀損等がないよう、適切に管理すること。 

 

(4) 管理責任者及び事業従事者 

① 管理責任者の設定 

受託者は契約締結後に本委託に係る管理責任者を選任し、区に報告すること。な

お、事業従事者との兼任は妨げないこととする。委託内容等で区と協議事項が発生

した場合等は、管理責任者を通じて受託者に連絡する。 

② 事業従事者 

受託者は、契約締結後速やかに従事予定者名簿（助産師免許等の資格の有無も記

載）と助産師免許等の写しを提出すること。なお、変更が生じた場合は速やかに変

更届を提出すること。また、実施日前月末までに従事予定者名簿(当日リーダーと

リーダーの連絡先、従事予定者の資格を明記)を提出すること。 

 

(5) 情報セキュリティ対策 

① この委託契約に係る個人情報の保護措置については、別紙－④「機密情報の取

扱いに関する標準特記仕様書」を遵守すること。 

② 個人情報保護管理責任者及び従事者をあらかじめ指定し、区に報告すること。 

③ 個人情報を含むデータはパスワードを設定の上、保存し、個人情報を含む書面

は保管庫で施錠管理すること。 

④ 個人情報を含む書面を運搬する場合は、施錠したバッグ等に保管すること。 

⑤ システム操作を行うことができる者を特定し、ID、パスワード等により操作者

認証を行うこと。 

⑥ 外部ネットワークからの不正接続や内部からの情報漏えいがないよう、ファイ

ア・ウォール等による保護対策を講じさせるとともに、ウイルス感染等がない

よう、最新の更新プログラムを適用させるなどの対策を徹底すること。 

⑦ ログを記録・管理するなど、情報漏えい等事故防止策を徹底すること。 

⑧ ＷＥＢでの受付業務に関しては、耐震面・セキュリティ面において堅牢なデー

タセンター又は自社のサーバルーム内のシステムを利用すること。 

⑨ 申請等はパソコン等にインストールされている一般的なブラウザソフトを利用

したインターネット接続での申請等を実現すること。また通信については

TLS1.3 による暗号化通信を提供すること。 

⑩ 申込者情報が記載されたファイルは、常時パスワード設定すること。 

⑪ 電子メール送信時には、複数名で送信先・送信内容・添付ファイルを確認する

こと。 

⑫ 区民にメールを送信する際は、送信先のメールアドレスをＢＣＣに設定するこ

と。 

⑬ 業務に当たり収集した個人情報は全て区に返却するとともに、システム上のデ
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ータは復元不可能な方法で消去し、区に報告すること。 

 

(6) 事業運営に係る受託者及び参加者のための賠償責任保険 

事業運営に係る受託者及び参加者のための賠償責任保険の加入及び補償内容が確

認できるものを提出すること。また、保険加入及び請求に係る事務を行うこと。 

保険請求に必要な個人情報は受託者と参加者との間で確認する。区で作成した参加

者名簿は提供できないので注意すること。 

事業実施中の参加者の体調不良や万が一事故等が発生した場合は、受託者があらか

じめ作成したマニュアルを基に対応するとともに、速やかに区に報告すること。あら

かじめ作成したマニュアルは契約開始時に区へ提出する。（修正した場合には区へ報

告する。） 

 

(7) その他 

業務中に知り得た個人情報について複写や持ち帰ることをしないこと。また、第三

者に漏らさないこと。 
本仕様に定めのない事項又は疑義が生じたときは、双方で協議の上決定する。 

５ 契約種別 単価契約 

６ 支払方法 

完了毎支払い 
（事業を実施した翌月１０日までに「出産準備教室事業実施報告書」を区に提出し、

検査合格後、請求に基づき支払う。） 

７ 
事業中止に 
伴う取扱い 

 区は、受託者の責に帰すべき事由によらず、本事業が中止となった場合には、受託者

の請求に基づき、次のとおりキャンセル料を支払う。 
(1) 実施予定日の７日前までに中止した場合 

契約に定める１回あたりの委託料に中止した回数を乗じて得た額 

(2) 実施予定日の８日前から参加申込受付開始日までに中止した場合 

契約に定める１回あたりの委託料に中止した回数を乗じて得た額の６０％に相当す

る額 

(3) 参加申込受付開始日前に中止した場合 

契約に定める１回あたりの委託料に中止した回数を乗じて得た額の４０％に相当す

る額 

８ 
公害対策 
関   係 

本契約の履行に当たって自動車を使用し、又は使用させる場合には、都民の健康と

安全を確保する環境に関する条例（平成１２年東京都条例第２１５号）他、各県条例

に規定するディーゼル車規制に適合する自動車とすること。なお、当該自動車の自動

車検査証（車検証）、粒子状物質減少装置装着証明書等の提示又は写しの提出を求め

られた場合には、速やかに提示又は提出すること。 

９ 
基本的人権 
の尊重 

受託者は、本契約の履行に当たり、基本的人権を尊重し、個人の尊厳を守り、あら

ゆる差別をなくすために適切な対応を図ること。 

１０ 
敷地内禁

煙・路上喫煙
禁止 

 区立施設の敷地内は全面禁煙とし、本契約の履行に従事する従業員等に、この敷地

内（施設管理者が喫煙を認めた場所を除く。）で喫煙させないこと。従業員休憩用に

供した場所や敷地内に駐車した車両内等専ら従業員等のみの場所も同様とする。 
また、目黒区ポイ捨てなどのないまちをみんなでつくる条例（平成 15 年 3 月目黒

区条例第 10 号）により、目黒区内全域の路上で喫煙（加熱式たばこを含む。）が禁止

されているため、受託者は、本契約の履行に際し、業務に従事する従業員等に対し、

施設周辺の道路、公園、緑道等の公共の場所において喫煙しないよう必要な指導を行

うこと。 
なお、本契約に係る業務の履行に目黒区外での履行が含まれる場合における喫煙に

ついては、当該履行場所を管轄する地方公共団体の条例その他関係法令を遵守するこ

と。 
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１１ 再委託 

本仕様書に記載の業務を行うにあたり、受託者が止むを得ず第三者に再委託を行う

場合は、事前に再委託内容・再委託先・理由等を書面に記載の上、区に申請をし、承

諾をされなければこれを行うことはできない。 

ただし、本契約を一括して再委託すること及び再々委託は禁止する。 
また、再委託の受託者は契約書、本仕様書、質問回答書等の内容を遵守し、全ての

責任は本契約の受託者等が負うものとする。 

１２ その他 

受託者は、本契約の履行にあたり、不当な差別的取扱いの禁止及び合理的配慮の提

供について、「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」（平成２５年法律

第６５号）及び「東京都障害者への理解促進及び差別解消の推進に関する条例」（平

成３０年７月東京都条例第８６号）を遵守し、区が定めた「目黒区における障害を理

由とする差別の解消の推進に関する対応要領」に準じた取扱いをすること。 
※当該要領については、区ウェブサイトを参照すること。 

１３ 所管課 
目黒区保健所地域保健課 
担当：池部、永田 
電話 03-5722-9503 
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【別紙－①】 

令和９年度出産準備教室日程表（予定） 

 

【平日開催】 

日

数 

回

数 
実施日 実施時間 出産予定日 受付期間（目安） 

1 
1 

令和 9年 4月 9日（金） 
10：00～12：00 

令和 9年 8月 9日以前 令和 9年 3月中旬 
2 13：45～15：45 

2 
3 

令和 9年 6月 11 日（金） 
10：00～12：00 

令和 9年 10月 11日以前 令和 9年 5月上旬 
4 13：45～15：45 

3 
5 

令和 9年 8月 6日（金） 
10：00～12：00 

令和 9年 12 月 6 日以前 令和 9年 7月上旬 
6 13：45～15：45 

4 
7 

令和 9年 10 月 8 日（金） 
10：00～12：00 

令和 9年 2月 8日以前 令和 9年 9月上旬 
8 13：45～15：45 

5 
9 

令和 9年 12 月 3 日（金） 
10：00～12：00 

令和 9年 4月 3日以前 令和9年11月上旬 
10 13：45～15：45 

6 
11 

令和 10 年 2 月 4 日（金） 
10：00～12：00 

令和 9年 6月 18 日以前 令和 9年 1月中旬 
12 13：45～15：45 

 

【土日開催】 

日

数 

回

数 
実施日 実施時間 出産予定日 受付期間（目安） 

1 
1 

令和 9年 4月 10 日（土） 
10：00～12：00 

令和 9年 8月 11 日以前 

令和 9年 3月中旬 

2 13：45～15：45 

2 
3 

令和 9年 4月 11 日（日） 
10：00～12：00 

4 13：45～15：45 

3 
5 

令和 9年 4月 24 日（土） 
10：00～12：00 

令和 9年 8月 25 日以前 
6 13：45～15：45 

4 
7 

令和 9年 4月 25 日（日） 
10：00～12：00 

8 13：45～15：45 

5 
9 

令和 9年 5月 8日（土） 
10：00～12：00 

令和 9年 9月 9日以前 

令和 9年 4月上か

ら中旬 

10 13：45～15：45 

6 
11 

令和 9年 5月 9日（日） 
10：00～12：00 

12 13：45～15：45 

7 
13 

令和 9年 5月 22 日（土） 
10：00～12：00 

令和 9年 9月 23 日以前 
14 13：45～15：45 

8 
15 

令和 9年 5月 23 日（日） 
10：00～12：00 

16 13：45～15：45 

9 
17 

令和 9年 6月 12 日（土） 
10：00～12：00 

令和 9年 10月 13日以前 令和 9年 5月中旬 
18 13：45～15：45 

10 
19 

令和 9年 6月 13 日（日） 
10：00～12：00 

20 13：45～15：45 
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11 
21 

令和 9年 6月 19 日（土） 
10：00～12：00 

令和 9年 10月 20日以前 
22 13：45～15：45 

12 
23 

令和 9年 6月 20 日（日） 
10：00～12：00 

24 13：45～15：45 

13 
25 

令和 9年 7月 10 日（土） 
10：00～12：00 

令和 9年 11月 11日以前 

令和 9年 6月中旬 

26 13：45～15：45 

14 
27 

令和 9年 7月 11 日（日） 
10：00～12：00 

28 13：45～15：45 

15 
29 

令和 9年 7月 24 日（土） 
10：00～12：00 

令和 9年 11月 25日以前 
30 13：45～15：45 

16 
31 

令和 9年 7月 25 日（日） 
10：00～12：00 

32 13：45～15：45 

17 
33 

令和 9年 8月 7日（土） 
10：00～12：00 

令和 9年 12 月 8 日以前 

令和 9年 7月上旬 

34 13：45～15：45 

18 
35 

令和 9年 8月 8日（日） 
10：00～12：00 

36 13：45～15：45 

19 
37 

令和 9年 8月 21 日（土） 
10：00～12：00 

令和 9年 12月 22日以前 
38 13：45～15：45 

20 
39 

令和 9年 8月 22 日（日） 
10：00～12：00 

40 13：45～15：45 

21 
41 

令和 9年 9月 11 日（土） 
10：00～12：00 

令和 10年 1月 12日以前 

令和 9年 8月中旬 

42 13：45～15：45 

22 
43 

令和 9年 9月 12 日（日） 
10：00～12：00 

44 13：45～15：45 

23 
45 

令和 9年 9月 25 日（土） 
10：00～12：00 

令和 10年 1月 26日以前 
46 13：45～15：45 

24 
47 

令和 9年 9月 26 日（日） 
10：00～12：00 

48 13：45～15：45 

25 
49 

令和 9年 10 月 9 日（土） 
10：00～12：00 

令和 10年 2月 10日以前 

令和 9年 9月中旬 

50 13：45～15：45 

26 
51 

令和 9年 10月 10日（日） 
10：00～12：00 

52 13：45～15：45 

27 
53 

令和 9年 10月 23日（土） 
10：00～12：00 

令和 10年 2月 24日以前 
54 13：45～15：45 

28 
55 

令和 9年 10月 24日（日） 
10：00～12：00 

56 13：45～15：45 

29 
57 

令和 9年 11 月 6 日（土） 
10：00～12：00 

令和 10 年 3 月 7 日以前 
令和9年10月上旬 

58 13：45～15：45 

30 
59 

令和 9年 11 月 7 日（日） 
10：00～12：00 

60 13：45～15：45 

31 61 令和 9年 11月 20日（土） 10：00～12：00 令和 10年 3月 21日以前 
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62 13：45～15：45 

32 
63 

令和 9年 11月 21日（日） 
10：00～12：00 

64 13：45～15：45 

33 
65 

令和 9年 12 月 4 日（土） 
10：00～12：00 

令和 10 年 4 月 4 日以前 

令和9年11月上旬 

66 13：45～15：45 

34 
67 

令和 9年 12 月 5 日（日） 
10：00～12：00 

68 13：45～15：45 

35 
69 

令和 9年 12月 18日（土） 
10：00～12：00 

令和 10年 4月 19日以前 
70 13：45～15：45 

36 
71 

令和 9年 12月 19日（日） 
10：00～12：00 

72 13：45～15：45 

37 
73 

令和 10 年 1 月 8 日（土） 
10：00～12：00 

令和 10 年 5 月 9 日以前 

令和9年12月上旬 

74 13：45～15：45 

38 
75 

令和 10 年 1 月 9 日（日） 
10：00～12：00 

76 13：45～15：45 

39 
77 

令和 10年 1月 22日（土） 
10：00～12：00 

令和 10年 5月 23日以前 
78 13：45～15：45 

40 
79 

令和 10年 1月 23日（日） 
10：00～12：00 

80 13：45～15：45 

41 
81 

令和 10 年 2 月 5 日（土） 
10：00～12：00 

令和 10 年 6 月 6 日以前 

令和10年 1月上旬 

82 13：45～15：45 

42 
83 

令和 10 年 2 月 6 日（日） 
10：00～12：00 

84 13：45～15：45 

43 
85 

令和 10年 2月 19日（土） 
10：00～12：00 

令和 10年 6月 20日以前 
86 13：45～15：45 

44 
87 

令和 10年 2月 20日（日） 
10：00～12：00 

88 13：45～15：45 

45 
89 

令和 10 年 3 月 4 日（土） 
10：00～12：00 

令和 10 年 7 月 5 日以前 

令和10年 2月上旬 

90 13：45～15：45 

46 
91 

令和 10 年 3 月 5 日（日） 
10：00～12：00 

92 13：45～15：45 

47 
93 

令和 10年 3月 18日（土） 
10：00～12：00 

令和 10年 7月 19日以前 
94 13：45～15：45 

48 
95 

令和 10年 3月 19日（日） 
10：00～12：00 

96 13：45～15：45 

 

※ 上記の実施日及び受付期間は目安とし、目黒区と受託者が協議の上、変更する可能性がある。 
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【別紙－②】 

 

（現行）出産準備教室使用物品一覧 

 

 物品名 個数 担当 

１ エプロン（参加者用） ２０セット（AM10+PM10） 受託者 

２ 沐浴人形の衣類一式 
２４セット（10 組+講師+予備） 

（AM・PM 再使用） 
受託者 

３ バスタオル 
３３枚 

（AM・PM 通しで 3 枚×10 組
+講師 3 枚） 

受託者 

４ 紙おむつ 
２４枚 

（2 枚×10 組＋講師 4 枚） 
受託者 

５ ガーゼハンカチ 
２４枚 

（1 枚×10 組+講師 2 枚）+（1
枚×10 組+講師 2 枚） 

受託者 

６ 沐浴布 
２４枚 

（1 枚×10 組+講師 2 枚）+（1
枚×10 組+講師 2 枚） 

受託者 

７ 沐浴用トレー（湯温計、石鹸など） ２セット（見本） 受託者 

８ 消毒用アルコール、ペーパータオル、ごみ袋 ２０セット 受託者 

９ 非接触式体温計 最低１個 受託者 

１０ 参加者名札、アンケート記入用筆記具 参加人数分 受託者 

１１ 枕・タオルケット、自動血圧計（休憩室用） １セット 受託者 

１２ ベビーバス １１個（小） 区 

１３ 沐浴人形 １１体 区 

１４ ベビー布団又は座布団 １１枚 区 

１５ 妊婦体験キット ４セット 区 

１６ マイクロホン（ワイヤレス等） １セット 区 

１７ キャスターワゴン １台 区 

１８ ＣＤプレイヤー １台 区 

１９ パーテーション（救護時目隠し用） １台 区 

２０ 胎盤模型 １体 区 

 

※ 上記に定めたもの以外に必要となる物品については、原則、事業者が用意するものとする。 
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【別紙－③】 

 

（現行）出産準備教室当日スケジュール 

 

時 間 

（午後開催） 
項 目 内 容 

9:00～9:45 

（13:00～13:30） 

委託業者出勤 

受付・会場設営 

開錠、空調・電気等の確認（土日のみ） 

会場案内表示、受付・実習会場・講義等の準備 

9:45～10:00 

（13:30～13:45） 
当日受付 

検温、手指消毒、体調チェックシートの確認、参加者

名簿との照合、資料配布、母子健康手帳用受講記録シ

ールの配布等 

10:00～10:05 

（13:45～13:50） 
開会の挨拶 本日のプログラムの説明等 

10:05～10:25 

(13:50～14:10) 
妊婦体験 パートナーの妊婦体験 

10:25～11:10 

（14:10～14:55） 

沐浴実習（お湯は

り）・おむつ交換実習 

沐浴の説明・デモンス

トレーション 

区から配布する冊子を基に、以下の内容を行う。 

【説明】赤ちゃんの特徴、沐浴の目的、注意事項、 

必要物品等 

【デモンストレーション】赤ちゃんの抱き方、衣類・

おむつの着脱、沐浴方法、水分補給（母乳・人工乳等）、

ゲップのさせ方等 

【実習】沐浴及びおむつ交換の実習を実施。 

11:10～11:55 

（14:55～15:40） 
講義・グループトーク 

【講義】赤ちゃんを迎える心構え、妊娠経過及び区か

ら配布する冊子及びリーフレットを基に、女性の産前

産後の心の変化（産後うつ、メンタルヘルス等につい

て）や父親の役割等について講義。 

11:55～12:00 

（15:40～15:45） 

情報提供 

アンケート回収 

・区からのお知らせを紹介。 

・事業終了時に区の指定する様式のアンケートを参加

者から回収。 

12：00～13：00 昼休み  

15:45～16:15 後片付け 

・会場を実施前の状態に戻し、区から貸し出した物品

を所定の場所へ片付ける（翌日も開催する場合は翌

日に向けて調整する。）。 

・委託業者に返送する物品等は所定の場所へまとめて

おく（平日は１階執務室１に預ける）。忘れ物は地域

保健課へ一報の上、同様に対応。 

・会場案内表示の回収 

16:15～16:30 委託業者退勤 施錠（土日のみ） 

毎月末 事業実施報告 

各回終了後、実施月の月末までに「出産準備教室事業

実施報告書」、「参加者アンケート及び集計表（様式自

由）」を作成し、請求書類とともに区に提出。 

※当該月分の参加者名簿もあわせて送付する。 

 

※ 上記の時間及び内容は現行のもの。詳細については目黒区と受託者が協議の上、決定する。 
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【別紙－④】 

機密情報の取扱いに関する標準特記仕様書 
 
（基本的事項） 

第１条 受注者は、この契約による事務の実施に当たり、個人情報（特定個人情報を含む。以下同

じ。）を取り扱うときは、その保護の重要性を認識し、個人の権利利益を侵害することのないよう、

個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）（特定個人情報を取り扱う場合は、行政

手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号）

を含む。）その他の関係法令を遵守し、個人情報の漏えい、滅失又は毀損の防止その他の個人情報

の安全管理のために必要かつ適切な措置を講じなければならない。 

２ 受注者は、この契約による事務の実施に当たっては、目黒区情報セキュリティ基本方針を遵守

し、機密情報（個人情報のほか、この契約に基づき発注者から提供を受ける技術情報及び行政の

運営上の情報のうち、秘密である旨を示された機器等の情報資産（メモ及びバックアップ等を含

む。）をいう。以下同じ。）を適正に取り扱わなければならない。 

（秘密保持義務） 

第２条 受注者は、この契約による事務により知り得た機密情報をいかなる理由があっても第三者

に漏らしてはならず、この旨を当該事務に従事する者（以下「従事者」という。）へ周知徹底しな

ければならない。この契約が終了し、又は解除となった後においても同様とする。 

（書面主義の原則） 

第３条 受注者は、この仕様書に定める事項により通知、報告、提出等が求められている事項につ

いては、特段の定めがない限り、書面により行うものとする。 

（個人情報保護方針の公表） 

第４条 受注者は、この契約による事務において個人情報を取り扱う場合は、個人情報の保護に関

する法律等の法令に基づき、個人情報保護方針を公表していなければならない。 

参考：個人情報保護方針の公表項目 

１ 取得する個人情報の利用目的 

２ 保有個人データに関する事項 

３ 開示等の請求に応じる手続 

４ 問い合わせ及び苦情の窓口 

５ オプトアウトにより個人情報を第三者へ提供する場合は、次に掲げる事項 

・第三者への提供を利用目的とすること 

・第三者に提供される個人データの項目 

・第三者への提供の手段又は方法 

・本人の求めに応じて第三者への提供を停止すること 

６ 個人情報を共同利用する場合は、次に掲げる事項 

・利用する者の名称 

・利用目的 

・利用する個人情報の項目 

（情報セキュリティ及び個人情報保護に関する認証等） 

第４条の２ 受注者は、この契約による事務の履行のために機密情報を取り扱う場合において、発

注者の指定があるときは、次に掲げるいずれかの認証制度の認証を取得していなければならない。 

(1) ＩＳＭＳ（ISO/IEC27001（JIS Q 27001））認証取得 

(2) プライバシーマーク（JIS Q 15001）取得 

(3) その他発注者が適当と認める認証取得 

（クラウドサービスに関する認証等） 

第４条の３ 受注者は、この契約による事務の履行のために利用するクラウドサービス（有料、無

料にかかわらず、民間事業者等がインターネット上で提供する情報処理サービスで、約款への同

意及び簡易なアカウントの登録等により当該機能が利用可能となるサービスのこと。以下同じ。）

で機密情報を取り扱う場合であって、発注者の指定があるときは、次に掲げるいずれかの認証制

度の認証を取得し、又は内部統制評価制度による審査を受けていなければならない。 

(1) クラウドセキュリティ認証制度 
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（ＩＳＭＳ導入組織の場合） 

ア ＩＳＭＳクラウドセキュリティ（ISO/IEC 27017）認証取得 

イ パブリッククラウド上における個人情報保護（ISO/IEC 27018）認証取得 

ウ プライバシー情報マネジメントシステム（ISO/IEC 27701）認証取得 

（サービス単位での場合） 

・ クラウド情報セキュリティ監査（ＣＳ）ゴールドマーク又はシルバーマーク（JASA クラウ

ドセキュリティ推進協議会）取得 

（発注者が重要な情報システムとして特に指定したものの場合） 

ア 日本国政府情報システムのためのセキュリティ評価制度（ＩＳＭＡＰ）認証取得 

イ アメリカ合衆国政府機関におけるクラウドセキュリティ認証制度（ＦｅｄＲＡＭＰ）認証

取得 

(2) 内部統制評価制度 

ア 受託業務に係る内部統制の保証報告書（ＳＯＣ２）（日本公認会計士協会 IT7 号） 

イ 受託業務に係る内部統制の保証報告書（ＳＯＣ３）（日本公認会計士協会 IT2 号） 

ウ 業務全般にかかるシステムの内部統制の保証業務（SysTrust）審査報告書（日本公認会計

士協会 IT2 号） 

エ 電子商取引認証局に対する保証業務（WebTrsuts）審査報告書（日本公認会計士協会 IT3 号） 

（データセンターに関する情報セキュリティ対策） 
第４条の４ 受注者は、この契約による事務の履行のために利用するデータセンターで機密情報を

取り扱う場合は、次に掲げる条件を満たすものを利用しなければならない。 

(1) データセンターファシリティスタンダード（日本データセンター協会（JDCC））ティア３以上

又はこれと同等レベルの安全性及び可用性の高さに関するサービス品質を保証するもの。 

(2) 個人情報を含むデータは、原則日本国内にあること。 

  ただし、当該データセンターに関する契約において、準拠法が日本法であり、管轄裁判所が

日本国内の裁判所と定められている場合で、かつ発注者が適当と認めたときは、データを国外

に保管することを認めることができる。 

（収集の制限） 

第５条 受注者は、この契約による事務の履行のために機密情報を収集するときは、その業務の目

的を達成するために必要な範囲で、適法かつ公正な手段によって収集しなければならない。 

（管理体制等の通知） 

第６条 受注者は、この契約の締結後、次の文書を発注者に直ちに提出しなければならない。提出

後に内容の変更があった場合も、同様とする。 

(1) 情報セキュリティ及び機密情報保護に関する社内規程又は基準 

(2) 次の内容を含む従事者名簿 

ア 機密情報取扱いの責任者及び機密情報を取り扱う者の氏名、責任、役割及び事務執行場所 

イ 機密情報に係る記録媒体の授受に携わる者の氏名並びに事務執行場所 

ウ この契約による事務に関する緊急時連絡先一覧 

(3) この契約による事務に関する実施スケジュールを明記した文書 

２ 受注者は、この契約による事務の履行のために特定個人情報を取り扱う場合においては、この

契約の締結後、次の文書を発注者に直ちに提出しなければならない。提出後に内容の変更があっ

た場合も、同様とする。 

(1) この契約による事務において使用する情報システムのネットワーク構成図（特定個人情報フ

ァイル（コンピュータ等で検索することができるよう体系的に構成した情報の集合物であって、

個人番号をその内容に含むもの。以下同じ。）を取り扱う場合のみ。第２４条の３の事項を証す

るもの。） 

(2) この契約による事務において使用する情報システムのセキュリティ仕様書（特定個人情報フ

ァイルを取り扱う場合のみ。第２４条の４の事項を証するもの。） 

３ 受注者は、この契約による事務の履行のためにクラウドサービスを利用する場合においては、

この契約の締結後、クラウドサービスの利用に係るリスク対策文書（第２４条の５の事項を証す

るもの）を発注者に直ちに提出しなければならない。提出後に内容の変更があった場合も、同様
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とする。 

４ 受注者は、前３項の規定により、発注者に届け出た従事者以外の者に、この契約による事務に

係る機密情報を取り扱わせてはならない。 

（再委託の制限等） 

第７条 受注者は、この契約による事務の履行について、機密情報を取り扱う事務の全部又は一部

を第三者（受注者の子会社（会社法（平成１７年法律第８６号）第２条第３号に規定する子会社

をいう。）を含む。以下同じ。）に委託（以下「再委託」という。）してはならない。ただし、再委

託をする事業者の名称及び所在地、再委託の内容及び理由並びに再委託をする事業者の機密情報

に係る安全管理措置の状況等必要な事項を発注者に書面で提出し、その承諾を得た場合はこの限

りではない。 

２ 前項ただし書の規定により再委託を受けた事業者は、この契約を受注した事業者とみなしてこ

の仕様書の規定が適用されるものとする。 

３ 受注者は、第１項ただし書の規定により再委託をする場合は、発注者に対し再委託をする業務

に関する報告を行うとともに、再委託をする業務に関する全ての行為について、発注者に対し全

ての責任を負うものとする。 

（目的外使用及び外部提供の禁止） 

第８条 受注者は、この契約による事務で取り扱う機密情報を当該事務の目的以外に使用してはな

らない。また、第三者に提供してはならない。 

第９条 受注者は、発注者がこの契約による事務での使用を目的として受注者に提供し、又は貸与

する機器等の情報資産を、当該事務以外の目的に使用してはならない。また、第三者に提供して

はならない。 

（複写及び複製等の制限） 

第１０条 受注者は、この契約による事務で取り扱う機密情報について、発注者の承認を得ずに複

写、複製又は加工してはならない。当該事務を実施する上でやむを得ず複写、複製又は加工する

ときは、あらかじめ発注者に通知し、その承認を得なければならない。この場合において、当該

事務の終了後（当該事務の終了後、引き続き発注者と受注者と当該事務に係る契約を締結する場

合を除く。）、受注者は、直ちに複写、複製又は加工した機密情報を消去し、再生又は再使用でき

ない状態にするとともに、機密情報を消去した日時、担当者及び処理内容を発注者に報告しなけ

ればならない。 

（機密情報の持出制限） 

第１１条 受注者は、この契約による事務開始前までに当該事務で機密情報を取り扱う事務執行場

所及び機密情報の管理状況について、発注者に報告しなければならない。 

２ 受注者は、事前の発注者の承諾なく、この契約による事務で取り扱う機密情報を事務執行場所

から持ち出してはならない。 

３ 受注者は、発注者の施設、事務執行場所等から機密情報を持ち出す必要がある場合には、暗号

化、パスワード設定等の保護対策、鍵付きのケース等に格納する等機密情報の紛失や不正利用を

防止するための安全管理措置及び運搬に当たってのセキュリティ便の使用等の紛失リスクの低減

対策等を事前に発注者に協議しなければならない。 

４ 受注者は、実際に機密情報の持出しを行う場合には、運搬、保管・管理、廃棄等の各段階にお

けるその保護対策の状況、安全管理措置の状況等（以下「情報セキュリティ管理状況」という。）

に関する記録及び適正な状況であることの確認を行った記録を残さなければならない。 

（物的セキュリティ対策） 

第１２条 受注者は、この契約による事務に使用する情報システムに係る装置の取付けを行う場合

は、できる限り、火災、水害、埃、振動、温度、湿度、磁気、紫外線、直射日光等の影響を受け

ない場所に設置するものとし、施錠等容易に取り外すことができないよう必要な措置を講じなけ

ればならない。 

第１３条 受注者は、この契約による事務に係る発注者が運用する情報システムのサーバ等を区の

施設外に設置する場合は、発注者の承認を得なければならない。 

２ 受注者は、前項のサーバ等について、定期的に情報セキュリティ対策状況について確認すると

ともに、発注者から要請があった場合は、その結果を発注者に報告しなければならない。 
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第１４条 受注者は、その従事者に名札等の着用及び身分証明書等の携帯を義務付け、発注者のサ

ーバ管理施設その他の発注者の管理区域に立ち入る場合において発注者から求められたときは、

身分証明書等を提示するよう指導しなければならない。 

第１５条 受注者は、この契約による事務で使用するパソコン等の盗難を防止するため、当該パソ

コン等をセキュリティワイヤーで固定し、又は従事者が事務執行場所を離れる間において施錠可

能なロッカー等に収納させるなどの措置を講じなければならない。 

（人的セキュリティ対策） 

第１６条 受注者は、この契約による事務において、発注者に提出した情報セキュリティ及び機密

情報保護に関する社内規程又は基準を遵守しなければならない。 

２ 受注者は、情報セキュリティ対策について疑義がある場合、遵守することが困難な点等がある

場合は、速やかに発注者に報告し、代替策について協議しなければならない。 

第１７条 受注者は、情報資産を適切に保管するものとし、パソコン等により情報資産を使用する

場合は、第三者に使用され、又は閲覧されることがないように、離席時にパスワードロック又は

ログオフ等を行わなければならない。 

第１８条 受注者は、従事者に情報システムの保守又は運用業務に関し、次の事項を遵守させなけ

ればならない。 

(1) 自己が利用しているＩＤは、他人に利用させないこと（ＩＤの共用を指定されている場合は

除く。）。 

(2) 共用ＩＤを利用する場合は、共用ＩＤ の利用者以外の者に利用させないこと。 

(3) パスワードを秘密にし、パスワードの照会等には一切応じないこと（パスワード発行業務を

除く。）。 

(4) パスワードのメモの不用意な作成等により、パスワード流出の機会を作らないこと。 

(5) パスワードは、十分な長さとし、想像し難い文字列とすること。 

(6) 複数の情報システムを取り扱う場合は、パスワードを情報システム間で共有しないこと。 

(7) パソコン等のパスワードの記憶機能を利用しないこと。 

(8) 従業者間でパスワードを共有しないこと（ＩＤの共用を指定されている場合を除く。）。 

第１９条 受注者は、従事者に対して、情報セキュリティ及び機密情報保護に関する教育並びに緊

急時対応のための訓練を計画的に実施し、発注者にその教育の実施状況等を報告しなければなら

ない。 

（技術的及び運用におけるセキュリティ対策） 

第２０条 受注者は、情報システムの保守又は運用業務を遂行するに当たり、情報システムの変更

記録、作業日時及び実施者を記録するとともに、各種アクセス記録及び情報セキュリティの確保

に必要な記録を全て取得し、発注者が指定する期間保存しなければならない。 

第２１条 受注者は、アクセスログ等を取得するサーバについて、正確な時刻設定を行わなければ

ならない。自動的にサーバ間の時刻同期が可能な場合は、その措置を講じなければならない。 

第２２条 受注者は、情報システム等に記録された重要度の高い機密情報について、定期的にバッ

クアップを取得しなければならない。また、バックアップの取得前にその手法を発注者に通知し、

承認を得なければならない。 

第２３条 受注者は、情報システムの開発及び導入に当たり、開発及び導入前に発注者と協議の上、

情報セキュリティに係る検証事項を定め、検証を実施しなければならない。 

第２４条 受注者は、この契約による事務に使用する情報システムがネットワークに接続されてい

る場合は、不正アクセスを防ぐため、常にセキュリティホールの発見に努め、メーカー等からの

セキュリティ修正プログラムの提供があり次第、情報システムへの影響を確認し、発注者と協議

の上、修正プログラムを適用しなければならない。また、不正プログラム対策を行い、不正プロ

グラムの情報システムへの侵入及び拡散を防止しなければならない。 

第２４条の２ 受注者は、情報システムを開発する場合は、システム開発及びテスト環境と、本番

運用環境を分離しなければならない。 

第２４条の３ 受注者は、この契約による事務において特定個人情報ファイルを取り扱う場合は、

当該特定個人情報ファイルをインターネットから物理的又は論理的に分離された環境にて取り扱

わなければならない。 
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第２４条の４ 受注者は、この契約による事務に使用する情報システムにおいて特定個人情報を取

り扱う場合は、定期及び必要に応じ随時に当該情報システムのログ等の分析を行うなど不正アク

セス等を検知する仕組みを講じるとともに、当該情報システムの不正な構成変更（許可されてい

ない電子媒体、機器の接続等、ソフトウエアのインストール等）を防止するために必要な措置を

講じなければならない。 

第２４条の５ 受注者は、この契約による事務において利用するクラウドサービスで機密情報を取

り扱う場合は、当該クラウドサービスの利用に伴い想定される情報セキュリティ上のリスクを回

避するために必要な措置を講じなければならない。 

（その他のセキュリティ対策） 

第２５条 受注者は、この契約による事務に関し、発注者より機密情報を受領した場合は、預かり

証を発注者に対して交付しなければならない。 

２ 前項の場合において受注者は、当該機密情報を適切に管理するため、機密情報の受領日時、受

領者名、受領した機密情報の種類等の記録簿を作成するとともに、発注者から要請があった場合

は、速やかに当該記録簿を発注者に提示しなければならない。 

第２６条 受注者は、機密情報を電子メール、ファイル交換サービス等で送受信する場合は、事前

に暗号化、パスワード設定等の保護対策を発注者に協議するとともに、実際に保護対策を講じな

ければならない。 

２ 受注者は、機密情報を郵送等で送付する場合は、送付状況を追跡できるサービスを活用する等

の対策を講じなければならない。 

３ 受注者は、やむを得ず機密情報を使送する場合は、施錠可能なケースにより運搬する等の保護

対策を講じるとともに、事前に運搬ルートを発注者に協議し、その運搬ルートを遵守しなければ

ならない。 

第２７条 受注者は、この契約による事務で取り扱う機密情報について、厳格にアクセス制御を行

うとともに、当該機密情報を施錠可能な金庫、ロッカー等に適切に保管する等善良な管理者の注

意をもって当たり、機密情報の取扱いには十分注意し、機密情報の紛失並びに情報の改ざん、漏

えい等の防止に努めなければならない。 

第２８条 受注者は、この契約による事務が終了したときは、発注者より受領し、又は受注者が当

該事務を遂行する中で記録・作成した機密情報や機密情報に当たらない機器等の情報資産を速や

かに発注者に返却しなければならない。 

２ 前項のほか、発注者に返却が不可能な機密情報又は発注者に返却をすることによりかえって機

密情報が紛失する可能性がある場合には、発注者の了承のもと、機密情報及び情報資産を復元で

きないような処置をした上で廃棄し、日時、担当者及び処理内容を発注者に報告し、廃棄した記

録を遅滞なく提出しなければならない。 

３ この契約による事務を遂行していく中で、発注者から受領した機密情報を保持しておく必要性

が乏しい場合については、前項と同様とする。 

第２９条 受注者は、機密情報の作成業務を終了したときは、直ちに当該機密情報を発注者があら

かじめ指定した職員に引き渡さなければならない。 

（電子情報処理機器の修理又は廃棄） 

第３０条 受注者は、この契約による事務で使用しているサーバ、パソコン等の機器（以下これら

を「電子情報処理機器」という。）を修理又は廃棄する場合は、事前に当該電子情報処理機器に保

存されている機密情報を消去し、再生又は再使用できない状態にするとともに、機密情報を消去

した日時、担当者及び処理内容を発注者に速やかに報告しなければならない。 

２ 前項の場合は、次に掲げる措置を行うものとし、受注者はその旨を発注者に事前に報告するも

のとする。ただし、当該措置を行うことが困難な場合には、発注者に協議し、承認を得るものと

する。 

(1) 記録装置の物理的又は電磁的な破壊 

(2) 発注者が指定する場所で、発注者の職員の立会いの下における当該電子情報処理機器に保存

されている機密情報を消去し、再生又は再使用できない状態にする措置 

(3) 発注者が指定する場所で、発注者の職員の立会いの下における記録装置の物理的又は電磁的

な破壊 
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（委託業務の報告） 

第３１条 受注者は、発注者に対し、機密情報の情報セキュリティ管理状況及びこの契約による事

務の状況を定期的及びこの契約による事務の終了後に報告するものとする。ただし、発注者が必

要と認めるときは、その都度報告するものとする。 

（監査、施設への立入検査の受入れ） 

第３２条 受注者は、機密情報の情報セキュリティ管理状況について、発注者の求めに応じて報告

するものとする。 

２ 発注者は、受注者によるこの契約による事務の履行に伴う機密情報の取扱いについて、必要が

あると認めるときは、受注者に対して必要な指示を行うことができる。 

３ 発注者が必要に応じて監査又は検査を実施する場合は、受注者は受け入れなければならない。 

第３３条 受注者は、発注者が必要とする場合は、業務執行場所へ発注者の職員の立入りを認める

ものとする。 

（緊急時の対応） 

第３４条 受注者は、この契約による事務において、事務上のトラブル、災害、事故、電子情報処

理機器の不良、故障及び破損等が発生した場合は、速やかに発注者にその状況について報告し、

発注者の指示に従わなければならない。 

第３５条 受注者は、この契約による事務について次に掲げる事象が発生した場合は、速やかに、

発注者にその状況を具体的に報告するとともに、発注者と協議の上、事故処理を行うものとする。 

(1) 機密情報の紛失 

(2) 機密情報の破壊 

(3) 機密情報の改ざん 

(4) 機密情報の漏えい 

(5) 不正アクセス 

(6) 情報セキュリティ基本方針及びこの仕様書に定める事項の違反 

(7) 前各号に掲げるもののほか、情報セキュリティに悪影響を及ぼす事象 

（契約の解除） 

第３６条 発注者は、受注者の責に帰すべき理由により、この契約による事務の履行に関し前条各

号に掲げる事象が発生したときは、この契約を解除することができる。 

（サービスレベルの保証） 

第３７条 受注者は、この契約による事務のサービスレベルについて、事前に発注者と合意してい

る場合は、そのサービスレベルを保証するものとする。 

（損害賠償） 

第３８条 受注者は、この仕様書に定める事項に違反し、又はこの仕様書に定める事項を履行しな

かったことにより、発注者又は第三者に損害が生じた場合には、発注者又は第三者に対しこれを

賠償するものとする。 

（公表措置） 

第３９条 発注者は、受注者がこの契約による事務の履行により知り得た機密情報の紛失、漏えい、

滅失、毀損及び改ざん等の事故を発生させたときは、その事実を公表することができる。 

（疑義等） 

第４０条 この仕様書に定める事項について疑義が生じたとき又は定めのない事項については、発

注者及び受注者双方協議の上定める。 

以    上 

(20261001・改定) 
 
 


